
 

○ 現在から将来にわたって、全ての子供たちが前向きな気持ちで夢や希望を持つことのできる社会の構築を目指す。 
○ 子育てや貧困を家庭のみの責任とするのではなく、地域や社会全体で課題を解決するという意識を強く持ち、子供のことを第一に考 
    えた適切な支援を包括的かつ早期に講じる。 

Ⅰ 目的・理念 

子供の貧困対策に関する大綱案（概要） 

Ⅳ 指標の改善に向けた重点施策 

○幼児教育・保育の無償化の推進及び質の向上 

○地域に開かれた学校プラットフォーム  

 ・スクールソーシャルワーカー等が機能する体制の構築、 

  学校教育による学力保障 

○高等学校等における修学継続のための支援 

 ・高校中退の予防のための取組、高校中退後の支援 

○大学等進学に対する教育機会の提供 

○特に配慮を要する子供への支援 

○教育費負担の軽減 

○地域における学習支援等 

 

                     

○職業生活の安定と向上のための支援 

 ・所得向上策の推進、職業と家庭が安心して両立できる働き方の実現 

○ひとり親に対する就労支援  

○ふたり親世帯を含む困窮世帯等への就労支援 

＜子供の貧困に関する調査研究等＞ 

○子供の貧困の実態等を把握するための調査研究 

○子供の貧困に関する指標に関する調査研究 

○地方公共団体による実態把握の支援  

○親の妊娠・出産期、子供の乳幼児期における支援 

 ・特定妊婦等困難を抱えた女性の把握と支援 等 

○保護者の生活支援 

 ・保護者の自立支援、保育等の確保 等 

○子供の生活支援 

○子供の就労支援 

○住宅に関する支援 

○児童養護施設退所者等に関する支援 

 ・家庭への復帰支援、退所等後の相談支援 

○支援体制の強化 

                      

  ○児童手当・児童扶養手当制度の着実な実施 

  ○養育費の確保の推進 

  ○教育費負担の軽減                             

 

 ＜施策の推進体制等＞ 
 ○国における推進体制 
 ○地域における施策推進への支援 
 ○官公民の連携・協働プロジェクトの推進、国民運動の展開 
 ○施策の実施状況等の検証・評価 
 ○大綱の見直し          

○ 親の妊娠・出産期から子供の社 
   会的自立までの切れ目ない支援 
 
○ 支援が届いていない、又は届き 
  にくい子供・家庭への配慮 
 
○ 地方公共団体による取組の充実 
 

など 

Ⅲ子供の貧困に関する指標 

○ 生活保護世帯に属する子供の 
   高校・大学等進学率  
○ 高等教育の修学支援新制度の  
       利用者数               
○ 食料又は衣服が買えない経験  
○ 子供の貧困率  
○ ひとり親世帯の貧困率  
  
            など、３９の指標  

Ⅱ 基本的な方針 

教育の支援 

経済的支援 

生活の安定に資するための支援 

保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援 

 施策の推進体制等 

内閣府作成資料 
資料６－２ 

※パブリックコメントにより、内容は変更される可能性有 


